















　新学習指導要領により、小学校高学年における外国語(英 語)が 必修化され、週1コ マ年間35
時間の 「英語活動」が5、6年生で実施される。他方、中等教育機関では、教育特区等により早
期英語教育を経験した学習者と未学習者とが混在した状況で英語教育が行われている。













　答申では、小学校における外国語(英 語)活 動について、高学年で1コ マ程度を確保するこ
とが明記され、必修 となることが決定 された。すでに 「審議のまとめ」(2007年11月)でも示
されているように、その 目標や内容については、英語の音声面(「聞 く」「話す」)の活動を中
心に、言語や文化への理解を深めると同時に、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態
度を育成すること、また、外国語(英 語)活 動は教科 としては位置づけないことが決定された。
　また、「言葉」を 「認識 ・思考 ・判断の道具であ り、生 きてい く上での⊥台 ・中核 となるも





か ら全 国の小学校 高学年で外 国語(英 語)を 必修化 し、小学校5・6年 生で週1コ マ年 間35時
間の 「外国語(英 語)活 動」を実施す るこ ととした。
　一方、現行の学習指導要領で位置づけ られてい る 「総 合的な学習の時間」の枠組みの中で、
外国語(英 語)活 動を実施 した り、総務省か ら構造改革特別区域計画(「教育特 区」)の認定を
受け、市町村単位で英語活動を推進す るな ど、地域や学校に よ り英語に対す る取組には、大 き
なバ ラツキが生 じて いる。
　 この現状 を端的 に示す デー タとして、全国の公立小学校21,864校を対 象に文部科学 省が実施
した 「小学校英語活動実施状況調査(平 成19年度)」の結果概要 を示す。
(1)英語活動実施学校数 につ いて
　全 国の公立小学校21,864校の うち、21,220校が実 施。実施 割合は97.1%で、2006年度 の調 査
(95.8%)と比べ1.3ポイン ト増加 した。
(2)英語活動 の年 間実施時 間数 につ いて
　年 間平 均実施時 間数は、6年 生で、15.9時間(前 回調査時 か ら1.1時間増 加)で 、毎 月僅か
1コマ程度 の実施状 況 とな ってい る。
(3)年 間実施時 間別学校数
　年間実施時間別学校数は、5・6年 で、年間4～ll時 間(40.4%、40.2%)をピークに、年 間1
～3時 間(10.6%、10.1%)から年 間71時間以 上(0.19b、0.1%)まで と非常 に大 きな分 散
(5年生 の不偏分散:9530719.47、6年生 の不偏分散:9705527.77)を示 している。
　そ こで、5・6年 に係わ るデ ータの正規性 を検定す るために、 ジ 適 合度検定 を実施 した。そ















































　 κ2乗値　　　自由度　　　P値 　　　　判 定
表3　 5年生の実施時数に係わる適合度の検定






































者)の 方が優れてはいるものの、学年進行に伴いその差が小さくな り、高等学校2年 生段階で
は統計的な有意差が認められなかったとしている。








テス トの得点を分析した ところ、早期英語学習未経験者を対象 として実施した2003年には平均
点が414.5点だ ったものが、早期英語学習経験者による2006年実施のテス トでは、459.6点で
45.1ポイン ト成績が高 くなった と報告 している。また、「自分の英語力が向上したか?」 とい
う質問に、中学生の35.7%、高等学生の23.3%が　r向上 した』 と回答している。さらに、教員







業に役に立つか?」 とい う質問に対し、高校生の56.3%がr役に立たない』 と回答 し、r役に
立つ』 と回答した18.7%を大きく上回っていることによるものである。また、英語に対する興
味 と自信度は、中学1年 生をピークとして、学年が上がるほ ど下がる傾向があることも指摘さ
れている。










年間35コマ(週1コ マ)程 度の英語活動を前提 としている2011年度からの小学校英語活動の効
果を予測するための資料 としては適さない。
　そこで本研究では、2011年度から小学校で実施される英語活動に準じた学習経験を有する被
験者 として、公立の小学校5・6年で年間35コマ(週1コ マ)程 度の早期英語教育を経験 した
学習者(FLES　students:以下、　FSと呼ぶ。)と、未学習者(no-FLES　students:以下、　NFS


































隣接 していることを考慮 した。 これは、1.で分析 した小学校英語活動実施状況調査の結果を
受け、年間実施時間数にバラツキがある地域ではな く、一定時間数を確保 し英語活動を積極的
























る年度 と、被験者 としてのFS数 の確保を考慮 し、2007年度の入学生を対象に第一次調査を実
施 し、引き続き2008年度に第二次調査を実施することとした。





① 調査対象者:第 一学年全クラス(8ク ラス320名)、第二学年全クラス(8ク ラス320名)
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早期英語教育が中等学校央語教育に及ぼす影響についての調査研究(第一次調査)
②　調査内容:質 問紙調査(第 一次調査は73項目 く資料1>、 第二次 ・三次調査は72項目ま
でを第一調査 と同様の質問項 目とし、新たに28項目を追加 した100項目からなる英語学習実
態調査を実施した。)







る交互作用の有無を検証す るこ とを 目的に、学習者要因に係わ る因子分析や重回帰分析等の多
変量解析 を行 うこ とを前提 として開発 され たEnglish　Learning　Inventory　forJapanese　S nior
High　School　Students(松宮2008。以下、　ELIJSと呼ぶ。)で あ る。 調査 に用 いたELIJS
は、5段 階の プ リコー ド法 に より回答を求め るもので、被験者の英語学習 に対 する好 感度か ら
言語スキル に対す る自己評価、英語学習法略や英語使 用経験、国際交流経験等に及ぶ幅広い情
報を収集す るこ とがで きるものであ る。
(2)外部英語能力測定テス トによる英語学習の習熟度 ・言語スキルの熟達度に係わる得点デー
タの利用
　被験者の英語学習成績(習 熟度)及 び言語スキル評価(熟 達度)の 指標 とするため、全生徒
に対 し外部テス トとして実施している英語コミュニケーション能力テス ト(以下、GTEC3)と
呼ぶ。)の得点を用いた。
①GTEC実 施対象者:第 一学年全クラス(8ク ラス320名)、第二学年全クラス(8ク ラ
　ス320名)









算 出 した α係数 は、0.765から0.895までの値 を示 し、十分 な信頼 性を有 して いる と判 断す るこ
とがで きる。(表7)ま た、外部規準(GTEC)と 、　ELI-JSによる総 合的な英語 力の 自己診断
指数 との間には、1%水 準 での高 い相関があ る ことが示 され、ELI-JSの基 準関連妥 当性 は有
意であ るこ とが確認で きた。(表5)
表5　 ELI-JSの基 準 関 連 妥 当 性



























　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 無相関の検定*・ 〔ゾ**:陽
GTEC総合待点　 GTEcライティング得点GTEcリーデで二・グll}点GrECリスー =ングi等点 成績 自己診断指数
　 0.3762　　**　　　　　　0.2273　　**　　　　　　0.2968　　**　　　　　　0,2980　　**　　　　　　1.0000　　　一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 無1:III剣〔ノ)検定　　*:5%　**:1%
4.2.2調査研究の流れについて
　ELIJSとGTECによる英語運用能力テス トの実施スケジュールを表6に 示す。




入学年度 調査項 目 5月 6月 12月 5月　　　　　 6月 12,月
2007年度入学生











験 したFSと 、未経験のNFSと の二群問における統計的な有意差の有無を確認することで、
早期英語教育の効果について一定の検証を行 う。
　そこで、本研究では、検証のために必要な分析データを得るために、多変量解析(因子分析 ・













り得られた標準因子得点 とGTECによるテス トスコアを用いた分散分析を行 う。 これにより




　GTECのテス トスコアと早期英語教育 との因果関係を重回帰分析により明らかに し、英語
の習熟度及び英語運用能力に対する早期英語教育の影響の度合いを検証する。そのために、
FS群とNFS群の二群間において、　GTECのテス トスコアを従属変数、(1)の因子分析 に






　ELIJSで設定 した73の質問項 目中、因子分析の対象 とする63項目の平均値及び不偏分散の
値 を、ス ミルノブ ・グラブス検定を用い有意水準0.05で適合度検定(外 れ値検定)を 実施した
ところ、外れ値は検出されなかったため、当該63項目を適当 と認め、主因子法による因子分析
を行った。
　その結果、以下の6つ の因子解を適当 と判断 した。 この とぎの因子による累積寄与率は
44.53%であった。バリマックス回転後の各項 目の因子負荷量の絶対値.500以上の項 目を因子




で十分な信頼性を有 していると判断し、因子負荷量の絶対値.500以上を示 した項 目内容を参考
に各因子を解釈し、以下に示す6つの因子解を特定 した。
表7　因子分析結果(第 一次調査) 表8　因子負荷量(第 一次調査)















































































































































































































































































































第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因 子」 第Ⅳ 因子 「コ ミュニケーシ ョン志 向因子」
第Ⅱ因子 「教授 ・学習方略有用感因子」 第V因 子 「規範依存因子」











　調査対象集団をFS群 とNFS群 の二群に分け、 因子分析により算出した因子得点 と、
GTECによるテス トスコアを用い、二群問における有意差を検定した。













　 1　　　　3.9962　　 　　4.0220　　 　　0.0458　　 　　　*
311　　　　0.9936













表10第IV因 子 に よ るFS群とNFS群の 分 散 分 析 表









1　　　　4.2152　　 　　4.2455　　 　　0.0402　　 　　*
311　　　　0.9929



















　この分析結果 は、Ollerらの調査結果 と一致 す るが、樋 口らの調 査結果 とは一部異 な るもの
とな ってい る。 これに関す る考察は、5.4「結果 の考 察」で詳解 する。
5.3　重回帰分析の結果
　GTECの総合得点 と各項 目別成績(リ スニング得点、 リーディング得点、ライティング得













第1因 子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」 と、第Ⅳ因子 「コミュニケーション志向因子」が
1%水準で強いブラスの因果関係を示 した。(表ll)
表11GTEC総 合 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果





































決 定係数　　　 　　　　 0.1629
修正済決 定係数 　　　 　Ol464
重相 関係 数　　　　　　 04036
修正 済重相 関係数　 　　 03827
タ"一ビンワトソン上ヒ　　　　　　　　18888
赤池 のAIC　　 　　 32637307
分散分析表
　要　 因　　偏差平方和　　自由 度　　 平均平方　　 F　値　　　P　値　　　判 定
回帰変動　　114387.1064
誤差変動 　　587988.3505
全 体変動 　 702375.4569
6　19064.51773　9.921527219　　　 　　0.0000　　 　　**
306　1921.530557
312　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **=1%有意*:5%有 意
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早期英語教育が中等学校央語教育に及ぼす影響についての調査研究(第一次調査)
　GTECのリスニング能力との関係においては、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」
と第Ⅲ 因子 「異文化志向因子」、第Ⅳ因子 「コミュニケーション志向因子」が1%水 準で強い
プラスの因果関係を有することが確認できた。(表12)
表12　GTECリス ニ ング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
















1.2958　 　 **:1%有意*:5%有 意
GTECのリーディング能力 と因子得点 との分析では、第Ⅰ因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準で強いブラス方向の因果関係を持っていることが認められた。(表13)
表13　GTECリー デ ィング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　標準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　 判 定　　　標準誤差　　　偏相関　　　単相関
因子No　1
定数項






　GTECのライティング能力 との関係では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」が
1%水準で高いブラス方向へ、また、第Ⅳ因子 「コミュニケーシ ョン志向因子」が5%水 準で
プラス方向への因果関係を有することが確認できた。一方、ライティング能力 と第Ⅵ因子 「文
法 ・正確性重視因子」 との問には5%水準でマイナスの因果関係があることがわかった。(表14)
表14　GTECライ テ ィング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
















0.7299　 　 **:1%有意*:5%有 意
(2)FS群とNFS群の二群による重回帰分析の結果
　FS群の総合成績 と各因子 との因果関係の分析では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」 と第Ⅳ 因子 「コミュニケーション志向因子」が1%水準での強いプラスの因果関係があ
ることが確認できた。
　FS群のリスニング能力 との関係においては、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」




　FS群の リーデ ィング とライテ ィング能 力 との関係 では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準でそれぞれ強いプ ラスの関係を示 した。(表15、16,17,18)
表15　FS群GTEC総合得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回 帰 分析 結 果



















































































　 要　 因　　　偏差平方和　　 自 由 度
　 回帰変動　　 75523.44216　　　
　 誤差変動　　 185577.7992　　 10g
　 全体変動　　 261101・2414　　　115
平 均 平方 　 　 　F　 値 　 　 　 P　 値 　 　 　 判 定
12587.24036　　7.393175288　　　　0.0000　　 　　　　　**
1702.548617
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **:1%有意*:5%有意
表16　FS群GTECリス ニ ング得 点 と因子 得 点 に よ る 重 回 帰 分析 結 果






















表17　FS群GTECリー デ ィ ング 得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回帰 分析 結 果

















表18FS群GTECラ イ テ ィ ング 得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回帰 分析 結 果














　他方、NFS群 で は、総 合成績 との関係において、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因
子」 が1%水 準 で強い プラスの関 係を示 した。 ま た、 リス ニン グ能 力において は、第1因 子
「自己有 能(キ ャン ・ドゥ)因 子」 と第Ⅲ 因子 「異文化 志 向因子」 が1%水 準 で、 第]V因子
「コミュニケ ーシ ョン志向因子」 が5%水 準でそれ ぞれプ ラスの 因果 関係があ る ことがわか っ
た。 リーデ ィングにお いて は、第1因 子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因 子」が1%水 準で強い
プラスの関係を示 した。 ライテ ィング能力 との分析 では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準で フ1ラス方向に寄与 してい るこ とが確認で きた。(表19、20、21、22)
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表19　NFS群GTEC総合 得 点 と因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果




















































　 P　 値　　 　判 定
**:1%有意*:5%有意
表20　NFS群GTECリス ニ ン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果


























表21NFS群GTECリ ー デ ィン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果











　 　 　 単相 関
0.2833　　 　　　0.2806
**:1%有意*:5%有 意
表22NFS群GTECラ イ テ ィン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果




























　早期英語教育を経験 したFS群 と未経験のNFS群 で、第皿因子 「異文化志向因子」 と第ⅣV
因子 「コミュニケーシ ョン志向因子」において、5%水準での有意差が確認で きたことは、注







　 ところで、樋 口らの調査によると、四技能の習熟度は、中学校1年 生 レベルではFS群 が優
れているが、中学校3年 生ではその差が縮まり、高校2年 生段階ではFS群 とNFS群との差
が再び大きくなった とされている。その原因については、 目標言語(英 語)に 対する知識量
(語彙 ・構造 ・文法等)で はな く、それ らを実際の場面で活用するための運用力に違いがある
ためだと結論づけている。
　本調査は、高校に入学をして程ない5月 に実施したものであるため、中学校3年 生段階での









た 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」は、全てのテス トスコアと1%水準のブラス方向への強
い因果関係があることが確認できた。 このことは、FS群、　NFS群において も同様で、様 々
な英語学習活動を通じて学習者の達成感、有能感、有効感等を高めることができる教授 ・学習
方略を確立することの重要性が示唆されている。







　FS群での重回帰分析では、第1因 子 とともに第W因 子 「コミュニケーション志向因子」の





として現れてお り、 リスニングの学習活動がより多 くの学習因子を統合的に活用し行われるこ
とを示 してお り、今後の教授 ・学習のデザインを行 う際のヒントとな り得る。
　以上の考察結果か ら、公立の小学校5・6年で、新学習指導要領に基づ き年間35コマ(週
1コマ)程 度実施される英語活動の教育効果 として期待することがで きるものは、言語スキル




　②　コミュニケーション活動における外国語(英 語)使 用への肯定的 ・好感的な動機
　③　コミュニケーション活動におけるコミュニケーション方略の一層の活性化
　④ 外国語指導助手や外国人に対する好意的 ・寛容的な態度
　⑤　外国語(英 語)に 対するより好感的 ・肯定的な態度




　 しか し、因子分析 と分散分析から明らかになったように、英語学習に対する態度や意欲にか































　に位置づけた英語活動のカリキュラム開発。(タス ク ・ベース ・カリキュラム)
(2)異文化理解を促進 し、コミュニケーシ ョンスキルを育成するための、課題解決型異文化
　理解 ・体験活動の実施。(課題解決活動)
(3)英語の音 と意味や状況 と文字 とをリンクさせるとともに、言語の刺激により具体的な行
　動を誘発することができる能力を育成するために、「音声に慣れ親 しむ」英語活動から 「文
　字認識」や 「文字使用」を含めた統合的な英語活動の実施。(統合型英語活動)
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1)FLES:Foreign　Languages　inthe　Elementary　School　r小学 校 に お け る外 国語 、 早 期 外 国語(英 語)
　 教 育 」
2)cloze　test:「ク ロ ー ズ テ ス ト」 英 文 中 に一 定 間 隔 で 設 け られ た空 所 に適 語 を 補 充 させ る読 解 力 の テ ス
　 　 トで あ る。 この テス トは、 被 験 者 の総 合 的 か つ 創 造 的 な 英 語 力 を測 定 す る こ とが で きる とさ れ て い る 。
3)GTEC:Global　Test　of　English　Communicationの略 。　Benesseコーポ レー シ ョン が 開 発 した 英 語 能
　 力 測 定 ・診 断 テ ス トの こ と。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (まつ み や ・しん こ　 外 国 語 学 部 教 授)
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